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? 経 済論叢(京 都大学,第155巻第5・6号,1995年5・6月
航 空 産 業 に お け る
情報 インフラス トラクチ ャーの経済的意義
??
1は じ め に
戸 崎 肇
1970年代 末に米 国で始 まった,航 空産業における規 制緩和 の潮流 は,世 界的
な規模で,航 空政策 に劇的 な変化 を もた ら した。つま り,従 来行われ てきた公
的規制 を撤廃 し,完 全 な 自由競争の状態 を追求す ることによって,資 源 の最:通
な配分 をな さしめよ うとしたのであ る。
この規 制緩和 の理 論的基礎 となったのが,い わ ゆ るコ ンテ ス タブ ル ・マ ー
ケ ットの理論で ある。 これ は,参 入 と退出の費用 が小 さい産業で は,実 際 に寡
占あるいは独 占的 な状況が成立 して も,新 規 参入の可 能性 さえ存在すれば,競
争 的な料金が成立 し,資 源配 分が効率的 になる とい うものであ る1)。政 策の導
入過程 におい ては,特 に固定資本の大 きな部分 を占める航空機が,中 古機市場
の発達や短期 リー スの活用によ り,埋 没費用(サ ンタコス ト)と はならない こ
とに強 く力点が置かれた。その結果,航 空市場 はコ ンテスタブル ・マー ケ ット
で ある とい う認識が広が り,規 制緩和政 策が推進 され ることになったのであ る。
しか し,米 国 にお けるその後 の変遷 を見 る と,一 時 は価格の低下,サ ー ビス
の多様化 とい った,自 由競 争による成果 が もた.らされ たものの,10年ほ どた っ






において十分 に考慮されなかった要因が,コ ンテスタブル ・マーケ ットの阻害
要因 と して重要性を増 して きたためであると考 えられ る。
この論文 においては,そ のひ とつ の大 きな要 因であ る,航 空産業 における情
報基盤 とい う問題 につ いて考察 を行 う。 ここにおいて中心 をなす ものは,航 空
産業は公益産 業で ある とい う視点であ ゆ,各 航空企業 が事業展 開を繰 り広げて
い く過程 において,そ の私企業性か らあ る一定 の公共性 を保つため には どうす
ればよいか,公 的規制のあ り方や企 業の 「倫理綱領」 とい った ものをいか に確
立 してい くか とい う,情 報技術 の進歩に適応 した新 しい公益事業統制論で あ る。
昨今における情報技術の進歩 は,航 空市場 に革命 的な変化 を巻 き起 こ し,そ
の結 果,市 場経1剤こはな くて はならない 「公正」 とい う概念 を実現す る手段 を
変化 させた2}。これ に伴 って,従 来 の公益事 業論 も変質 を余儀 な くされ ること
になる。
航 空産業には,業 態 の特徴 と して収穫 逓増 の性 質が ある。それ故 各企業は,
よ り大 きな利得を得るためにカ ッ ト・スロー ト ・コンペテ ィシ ョンを行い,自
然独 占へ の道 を歩 む ことになる㌔ しか し,公 益性 を持つ交通 サー ビスの生産
において,果 た してこう した独 占が認め られ るのかが問題 とな り,公 的機関 に
よる統制が行 われ るよ うになった。
こうした公益事業統制論 は,近 年,情 報技 術の発展 によ って,自 然的独 占理
論の基礎 であ った規模 の経済 につい ての妥当性 に疑問が生 まれ てきた㌔ また,
公益事業 が国有企業や公営企業 として運営された時に生ず る官僚的 な硬直性 と
2)公 正 とい う概 念 に は,さ まざ まな ア プローチが 可 能で あ るが,さ しあ た り,J.RAWLS,
THEORYOF.乃写㎜;HARVARDUNIV.PRESS,1991(矢島釣次訳 阯:義論』,紀.ノ国縦
書店,1979年)を参照の こと。 ここで は,公 正 とは社会の中で最 も困難な状況 にある人々を,
よりよい状態にある人 々が支援 し,社 会の人々の多様 な欲求に対 して機会を保 障するルー.ルを設
定す ることを公正 と呼んでい る.情 報技術が.展開 する以 前には,公.止とは機会の均等 を恋味 した
が,情 報の蓄積が社会的に進 むと,共 通 の資産 となる情報 を社会が整備 し,情報 へのアクセ スを
保証す ることが公正の重要な内容 となる。
31北 久.『 公益企 業論』 全訂新版,衷 洋経済新報社,1974年。
J.R.COMMONS,Aρ0α1ME四7nRYI丹5π)尺yθF湘ルfεRICMNINDし157RmムSOCIF
TY,191り;DrrTO,LEGALFOUNDATIONSOFCAPITALISM,191A.
4〕 日本で は林敏彦,米 国 ・英 国で も多数 ある。
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生産性 の停滞が指摘 され るなど5,,総じて効率 性の面か ら改 めて見 直され るこ
とにな った。その結果,規 制緩和の主張 に従 って,競 争原理 の導入,国 有公有
企業の民営化 な どが推 し進 め られて きた といえ る。
とはいえ,公 的規制 は完全 に不要 とな ったのではな く,直 接規制 の必 要性 は
な くな った ものの,公 正 な競争 を保証す る基盤の整備 は,.公的になされ る必要
がある。 この点 の検討 において参考 となるのは 「連結 の経済性」 とい う理論で
あ る。
従来,企 業 の実 力評価 は,主 に規模の経済性の面か らはかられて きた。従 っ
て,公 共介入 も,こ の規模 の調整 とい う観点 か らのみ行 われ,規 制緩和,分
割 ・民 営化 が推 進 され て きた。 しか し,情 報技術 の進歩,情 報社 会の進展 に
よ って,こ れだ けで は実力が とらえ られ な くな り,こ うした観点 とは別の新 た
な企業評価 の指標が必要 にな って きた。 このよ うな観点 を 「連結の経済性」 と
呼 ぶ。 これ は情報 ネ ッ トワー ク化の時代 の到来 を迎 え,業 際化の進展 によって
生 じて きた ものであ り,従 来の 「範 囲の経済1生」 と対比 させ る形で宮沢健.一氏
が提 唱 した概念で ある6}。範囲 の経済性 が,主 として単一主体,単一 組 織 の立
場 に着 目し,そ の主体 による複 合生 産を説 明す るのに対 し,連 結の経済性は,
複 数主体 間の結 びつ きが知識 ・技術 の多重利用 によって生み出す経済性を意味
す る。 このよ うに,企 業 は,た とえ 自己資本が小 さ くて も,他 社 とお互いの資
産を活用 しあ うことによって,言 い替えるな ら相互利用す ることによって競 争
力 を高める ことがで きる。そ して新 たな生産力 を生み 出 し,ま た生産性を高め
る ことによ って新た な利益 を生み出すのである。現在 は,コ ス トや リスクの軽
減策 として多用 され てい るコー ド ・シェアリング方式やマ ーケテ ィング協定な
ども,本 来 は こうした発想が実現された ものなので ある。 この よ うな提携関係
を作 り出す 力,す なわ ちネ ッ トワー クの構築 力の差 を生み 出す ものが,現 代に
5)林 堅太 郎 『プ ラ イバ タ イゼ ー シ ョ ン」,法 律 文 化 社,1990年な ど。
6)宮 沢健一 一 『産 業 の 経 学斉学 」 第2版,東 洋 経 済 新 報#t,1987年;宮ガ:こ,『業1祭fヒと情 報fピー 産
業 社 会 へ の イ ンパ ク ト』,有 斐 閣 リブ レ20,1983年;宮沢,『 制 度 と情 報 の 経 済 学 」,有 斐 閣,
1986年。
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おいては参 入障壁 として働いてい るとい う問題が ある。
ぞ.こで,以 下で は,航 空産業 における情報 の役割 の具体的検証 を行 う。 ここ
で取 りあげるのは,コ ンピュー ター ・レザベー ション ・システム(CRS)と
多角化で ある。 これ らの事例の検証 を通 して,現 代航空産業におけ る新 たなる
公的規制 はどうあ るべ きかにつ いて,提 言 を行 う。
II航空産業における情報の役割の具体的検証
1.CRSの 国際的展 開
情報 技術 の発 展 を通 して,現 代 にお ける航 空産業 におい ては,コ ンピュー
ター予約 システム(CRS)の 果 たす役割 は極めて重要な もの とな った。今 日
のよ うに,国 内線,国 際線 とも便数 が格段 に増加 し,競 争が激化 している状況
において は,商 品が 「スペース」 とい う在庫 のきかない即 時材で ある とい う事
情 も手伝 って,営 業戦略 ヒ,CRSに よる在庫管理能力の向上は,最 優先 の課
.題となったのであ る。
一般 に,CRSの 展開が もた らす 利点 としては,次 の ような ものが挙 げ られ
る㌔
1.顧客の購 入を容易に し,販 売促進 につ なげることがで きる。
2.CRSを 通 して。 リアル タイムで得 られ る座席 の販売状況 に対応 して,効
果的 な販売管理 ・収 入管理 を工夫 しうる。
3,様々な顧客情報 を入手す ることによ り,今 後 の販売政策 を立て る上で,大
いに役立 たせ る ことがで きる。
4.代理店か らの加人手数料 ・予約手数料 の受 け取 り。
5.代理店 のニーズを容易 に把握で きるとともに,代 理店 との関係を よ り強固
な ものにす ることがで きる。
米国で は,1978年の規制緩和 によって,航 空 会社 問の激 しい競争が開始され
7}石 井晴夫 「航空産業におけるネ ッ トワーク ・マネージメン トの..考察一 戦略情 報システム と
してのCRSの 研究」,「公益事業研究」,第40巻3号,1989年所収 。
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た。その中で,C.RSは 非常 に大 きな役割 を果た した。CRSの 展 開は,費 用
面で も,ま た情報 の蓄積 とい う面で も莫大な埋没費用を もたらす。 そのため,
新規参入者,小 規模経営者 の立場は極めて弱 くな る。加えて,開 発 において先
行 した アメリカン航空やユ ナ.イテ ッド航空の優位:は動 か し難 く,両 者 のCRS
を中心 とした統合化 ・寡占化が進んだ。 こうした統合化 は,グ ローバ ルな レベ
ルで も進行 し,世.界の航空会社はCRSを 軸 と してい くつかの グルー プにま と
まってい った(図 ユ/。
名和小太郎氏は,大 きなデー タ ・ベースが小 さなデータ ・ベー スを吸収 して
巨人化 してい く傾 向を 「マ タイ効 果」 と名付 けたB)。現 在 は,い まだその進行
過程 にあ る と考 える ことがで きる。林紘一郎氏 は,「マ タ.イ効果」 は過 渡期 の
現 象であ り,成 熟期 に聡いては,集 中 と分散 との最適解 を見いだす方向 に転換
す るだ ろう と述べ ている%そ れで は,そ の最適解 であ る レベ ル とは どうい つ
だ ものを指す のであろ うか。
CRSは,先 述の ように,そ の端 末を通 し.て様 々な情報 を吸い ヒげ,そ れ を
戦略的 に活か していける とい う特性 を持つ。 これ は,国 際的展 開を考慮 するな
ら,瞬 時 に して,自 由に,世 界 中全 るところの情報を拾いだ し,狭 い意味で の
航空事業の枠 を超えて,広 く文化 の普及 にも役立つ可能性 も持つ ことになる。
こうした点か ら見て,新 たにVANを 展開す るよ りも,こ うした既存 のネ ッ ト
ワー クを活用 し,そ れ に文字通 り付加価値た る情報 を流 して活用す るとい うこ
とは,効 率的であ り,望 ま しい道であろ う。現 にそ うした試み は,い くつかの
会社が行 っている。
ここで考 えなければ ならないのは,そ のよ うな情報 を発信 し,享 受す る自立
性 ・独立性 をいか に して保つか とい う問題で ある。マ タイ効 果の進展 に よって
統合化 は進 んでい って も,完 全 な独 占体制 にまで至 ることは,今 の社 会制度が




































力 の弱い国や地域が,そ の情報 の担い手た る力量を失い,こ の面での独立性 を
奪われ る危険性 は存在す る。 そ うなれば,ネ ッ トワー クは公器 としての役割 を
果 たせ な くなって しま うので ある。
そこで,先 の最適解 となる レベ ルについて再考す るな らば,企 業間ではな く,
国家 間 ・地域 間において,相 互 に情報の担い手 としての独立性 が保 たれる レベ
ルが,最 低 限保 証され る必要があ ると考え られる。従来 のよ うに,CRSの 展
開を審査す る場合 には,.企業のみに視 野を限 った独 占度 の評価 を基準 とす るの
で はな く,地 域 がいか に自由に情報の交流 に参加 しうるか とい う観点か ら,展
開のルー ルづ くりを進めていか なければな らない。
2.航空業界 にお ける多角化
a..多角化 の持つ意義
経営 の多角化 を推 し進 め る誘 因は,収 益性の増大や,経 営における不確 実性.
の除去 など,様 々な ものが考 えられ る、,特に航 空業 界にお いては,デ レギェ
レーシ ョン以降の激 しい競 争環境 の中,そ れ に耐え うる体質を育 成す る上で,
多角化の推 進 は生 き残 りをか けた重大 な命題 とな つだ の。
多 角 化 の 効 果 と して よ く取 り上 げ ら れ る も の に,「範 囲 の 経 済 性」
(ECONOMIESOFSCOPE)力竃あ るn〕。 これ は,情 報 を基礎 に した既存 の資
源の有効利 用 を意味 し,様 々な異 なるサー ビスを同一の機材 ・設備 ・経営組織
で提供で きるために,異 なるサー ビス を異な る経営主体が提供す る場 合に比べ
て,同 主 体が提供 した ほ うが よ り安い費用で,従 ってよ り効率 的に提供で き
るとい うもので ある。現在の土地供給難の状況.トで土地 の高度利用 をはか るた










経 営の組織面 を考 えれ ば,大 規模化 による組織 の硬直化 の弊害 を取 り除 き,組
織の活性化 を図 り,企 業 の内部 に活力 を与 えな ければな らない。 このよ うな要
求 にも合致 する ととうか ら,範 囲 の経済性 による効果 に対 す る期待 は大 きい。
以上は,既 存 の組織 の 「死 んだ部分」 を活かす とい う,内 部容積 の拡充であ
る。 これに対 して,さ らに主体の外 部への ダイナ ミックな事業展開 を:考えるこ
とがで きる。 それは,本 来の業務 を通 じて蓄積 された情報 を生活情報 と して提
供 する ことによ って,新 しい ビジネス機 会を創造 しよ うとす る動 きであ る。航
空事業の場.合には,輸 送を通 じて得 られ る情報 を組織 的に,つ ま り情報 のネ ッ
トワークを構築 しなが ら提供する ことによって,ビ ジネス領域 を拡大 してい く。
こ うした 「総合産業提案型」 「総合生活提案 型」の多角化戦略 を,航 空.各社 は
実 際に推進 してきた。例 えば 日本航空 は,そ の グループの戦略 として 「総合生
活文化 産業」 という概.念を提唱 し,豊 かな生活文化 の創 造を,そ の社会的使命
である とした13,。
b,多 角化 の展 開に.おける問題点
(1)既存業.界との調整
多角化を推進す る上で考 えなければ ならない問題 があ る。それは第1に,旅
行業界な どの既存 の産業 との住み分 けをどの ように行 ってい くか とい う問題で
あ る。業際分野における旅行業界 と航空業.界の間の フリクシ ョンはす でに顕在
化 してい る。そのひ とつは,自 社系流通 と して,航 空会社が 自ら旅行代理店 を
設立 した ことに よる。そ こには,育 成 とい う観点か ら当然 に優 遇政策が とられ
ることにな り,他 の旅行代理店の間に不公平感 を醸成す ることになった。そ し
て,旅 行業界全体 として も,航 空業界 が旅 行業界 を支配す る動 きだ として警戒
す ることにな った。
もうひ とつは,航 空会社が航空券の販売に関 して,企 業へ の直接販売な ど,
独 自の販売 ルー トを開拓 しつつあ ることである。航空各社 は,CRS部 門 を独
立 させ,企 業 に直接端末 を設置す ることによって,従 来旅行代理店の意向 に左
1H)中田重光 「日本航空のグループ戦略」,ダイヤモンド社,1990年。
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右 されが ちであ った販売 戦略 を.直接 コン トロー ル し,か つ販売手数料 の節約 も
はか ろ うとしてい る。'
こ うした航空業界 の旅行業界へ の進 出は,旅 行業界側に販売する財 を生 み出
す能力が劣 るが故 に,死 活 をか けた問題 として非常 に深刻に受け とめ られ てい
る。
② 独 占禁IF.法との関係
これ まで,大.企業 の多角化 の過 程 は,一 部 には大 企業 とベ ンチ ャー企 業 と
い った中小企業 との提携 とい った ケー ス も見 られた ものの,主 流 としては,小
さな市場 を大企業が席捲 してい く過程 ととらえ られて きた。.種 の企業集 中で
ある。 このよ うに,従 来 の垂 直的 ・集約 的 な統 合戦略 は,ト ラス トの形成で
あった。 しか し,現 在 では,独 占禁止法 の制約の下で,.この垂直的 ・集約 的な
統合戦略 は一定の変質 を遂 げなけれ ばな らない。具体的 には,各..ll体は,形 式
的には独 立 した形態を保 ちつつ,そ の上で協調す るとい う形を とるよ うになっ
てい る。 これが,航 空業界 の場.合には,い わゆ るグルー プ戦略 となっている。
中田氏 は,「グループ」 と 「系列」の違いを次 のよ うに とらえてい る1」〕。
「系列」 とは,排 他 的で極 めて密接 な取引関係のあ る状態をいい,支 配 と従
属の関係が濃厚 である。 これ に対 し 「グルー プ」は,資 本や取 引を通 じて利害
をと もにす る企 業集団で あ り,よ り対等性が強い。 これは,先 述 の 「連結 の経
済性」 に近い状態で ある。つ ま り,情 報 をその関係 の土台 とし,情 報 の提供 と
見返 りとい う契約で 関係が成立 してい るのだ。
情報の実際の受 け渡 しの場 となるの は人脈である。つま り,人 脈 による情報
のつなが りによ って関係が保たれてい る。大企業は,自 らの内部で育 てた人材
を提携先 の中小企業 に派遣 し,ノ ウハ ウを伝授 する とともに,当 人の起業家精
神 を鼓舞 させ る凶。 また,中 小 の側で は,自 らの内部で は生か しきれない まま
に温 めてい るアイデアや提案をL位 企 業に吸 い上 げて もらうことによって,そ
13)中 田,同 上,15ペ ー ジ。
14}た だ し,現 在 にお い て は,不 況期 に お け る 余剰 人 員対 策 と な ゲ ⊂い る面 も否 定 で きな い 。
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の実現 をはか る。
このよ うに して,お 互 いに独立 した関係 を保ちつ つ,か つ お互 いの持つ力 を
効 果的に発揮す る機会 を創 り出す ことぷで きる。また,こ うしてお互 いの独立
性 を保 ち,本 体以外の上場企 業を増やせば,グ ループ経営 の実態 をよ り広い立
場か らディスクロー.ズさせる ことによ って,組 織 間 ・組織内での緊張関係 をよ
り高め ることが で き,グ ループ化 の反作用 としての本業回帰の動 きを防 ぐこと
がで きる。
ただ,こ こで 問題 となるのは,グ ループが どの程度の広 が りを もつ ものか,
また,そ れが どの程度外部 に対 して開かれ た ものであ るのか とい うことで ある。
た とえ形態が異な るに して も,新 たな独 占へ の可能性 を秘め るものである こと
には変わ りがない。
c.多 角化の将来の展望
将来 において,航 空企業 の多角化が進展 してい く可能性 は高い。 しか し,そ
の公益性 か ら考 えて,そ の多角化 の及ぶ範囲 には一定 の制約が 課せ られ る必要
があ るように思われ る。
井口典夫氏 は,こ れ まで行われて きた.公益事業 の多 角化 につ いて の論点 をま
とめてい るL5}。その中で,公 益事 業の兼 業規 制の緩和 に伴 う問題点 と して,次
の ことを挙 げてい る。公益 事業には,必 需性 の高 い財 ・サ ー ビスの提供 に専念
で きるよ う,様 々な特 権が与え られ ているが,そ れ らはあ くまで,本 業の円滑
な遂行 と利用者 の利益を保護す るために与 えられ た ものであ って,当 然なが ら
多角化 した事業のために濫用す る ことは許 され ない。
航空産業の場合 には,こ れ まで に行わ.れた規制緩和 ・撤廃によ り,こ こで い
う 「特権」 にあた るものはほぼ解消 された。 しか し,こ れ とは別の観点か ら,
これに近 い歯止 めの要件が考慮 され なければな らない、それは,航 空企業 の入
手 しうる情報 の質である。
15)井口典夫 「公益 事業の経営多角化 問題 における一 考察」,「運輸 と経済」,第49巻第4号,ユ989
年4月 所収。
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公益事業 と しての航空事業が入手す る情報 は,国 民生活 の基盤 に関わ るもの,
つま り一種 の公共性 を持 った,公 共情報 に準 じる情報が 多い。従 って,そ の利
用 に関 しては,節 度 ともい うべ き...淀の制約 が加 えられ なければな らない。そ
の判 断基準 となるのが,そ の利用 しよ うとす る情報が,住 民 の生活基盤 を高め
てい くものか どうか,と い う点であ る。 この点 を勘 案 して,公 共性か らも経営
面か らも望 ま しい多角化の方向 を見いだ し,多 角化 における優 先順位 をつ けな
ければな らない。
次 に,各 地:ノ∫における地元産業 との利 害調整を どうはか ってい くか とい う問
題があ る。公益性 を重 ん じ,か つ地域の既 存主体 の利益 を考慮 した多角化の展
開として,ど のよ うな方向が考 えられ るであ ろうか。それは,地 方都市か ら,
特 に世界 に照準 を向けた情報発信の媒体 と しての役 割を担 うことで ある。例 え
ば,地 方伝統 産業 を,航 空路 によって結ばれてい る各 空港 の売店で紹 介す るな
どして,広 く世.界にその存在 を広 めてい くとい ったよ うな ことが ある。 こ うし
た紹介 は,こ れ までの ようなマ スコ ミに よる伝達で は,た だ単 に鮮度の高い情
報 を伝 える とい う枠 に留 まった。航 空産業 は,こ うした枠 を超 え,街 づ くりに
とって触媒的 な役割 を果たす ような情報 の提供 の仕方 を模索 してい くべ きであ
る。つ ま り,地 域文化の向上 のためのコーデ ィネー タとなることを目指すので
ある。文化性の追求,こ こに こそ,航 空産業 の多角化の進むべ き道があ る。
III現代航空産業における公的規制の新 しい構想
それでは,こ うした情報の進展 に伴 う新'しい状況 に対応 した公 正競争 の基盤
を,い か に して構築すべ きか について考えてみ よう。
米 国の例 に見 るよ うに,規 制緩和政策は,そ の初期には市場 の活性化 を もた
らした ものの,結 果的 には再寡占化への道をた どる ことになった。 そ して,そ
の理 由 として,ネ ッ トワー クの構築力 とい う,新 たな参入障壁が 出現 してきた
ことについて は先 に述べた通 りである。 このネ ッ トワークの構築力 の格差 の原
因 とな ってい るのが,「情 報偏.存」 ない しは 「情 報の非対称性」 と呼 ばれ る状
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況で ある1㌔ これ は,取 引主体の一方 に情報が偏在 してい るこ とを基礎 として,
他方 の取引.主体が不確実な世界 に置 かれ るこ とをい う。現在 は,巨 大資本 によ
る阯界的 な情報 を通 じた ネ ットワー ク化が進 められてお り,ロ ー カル ・地域航
空 を担 うべ き地元資本 などの弱小.企業体 は,そ うした システムに アクセスす る
だ けの情報基盤 を持たないために疎外 されて しまう.のであ る。 そ こで,ど のよ
うな主体 であれ,こ うしたネ ッ トワークへの参加が はかれ るよ う,そ の基盤 と
なる情報 シ.ステムに参加で きるような,オ ー プンなシステムを構築 していかな
ければ ならない。 ここ.に,情報 の非対称性 に対す る新たな公 的規制 の必要性が
生 じて くる。つ ま り,公 的介 入によ って,情 報の偏 在性 を克服 していか なけれ
ばならないのであ る。
それで は,こ う した考 えに基づいて公 正な市場へ の整備 を行お うとす る場合,
実際にはどのような対策が考 えられ るであろ うか。
現在,い くつか の地.方団体が,中 小企 業の異業種 間交流 の促進 をはか るため
に,シ ステムハ ウスをつ くっているbこ の事例が,航 空市場 において も有効 な
打 開策 の策定 にあた って,参 考 となるで あろ う。航空産業 においては,先 端情
報 の重要性か ら,他 の産業 に比 べて投資額が大 き くな りがちである。 また,そ
のために情報の閉鎖性 も強 く,既 存 業界外部か らの不透明性 は大 きい。そ こで,
公 的機関が組織 ・運営 し,航 空会社 も強制 的に参加 させた システムハ ウスをつ
くり,新 規参入 を試み ようとす る主体 に対 して,情 報提 供や ノウハ ウの教授 を
行 ってい くことが大切 にな って くる。つ ま り,デ ータ ・べ』スの共有化 を行 う
ので ある。そ の際,航 空会社 に対 しては,一 定の情報提 供を行 うよ うに,法 的
に義務づ けることが必 要であろ う。 ただ,航 空産業 におけ るネ ットワー ク競争
は,常 にグローバ ルな視点で行われ てい るため,こ う した システムハ ウス も,
世界 的な広が りをもった,統 一 的な基準 に基づ くもの にしなけれ ばな らない。
その上で,も し新規参入をはか る ものが既存 の航空会社 との提携 を望み,そ れ




を与 えることとし,さ らに このメ リッ トを,シ ステムハ ウスの コス ト負担 に対
す る見返 りであ ると位置づければ,こ のよ うな試み はよ り促 進 され ることにな
る と思われ る。 しか し,た だやみ くもにメ リッ トを与 えるので はな く,そ の提
携が どの程度地方の活性化 に役立つ ことになるのか を事前 に評価 しなければな
らない。 この 日的のためには,ロ ーカル路線の優.先度 の順位付 けな どを行わ な
ければな らず,シ ステムハウスとは独立 した,別 の調査 ・分析部 門の設 置が必
要 とな って くる。
今 ひ とつ考 えなければ ならないのは,大 資 本同士 の提携 に よる連結の経済性
か ら起 こって くる新 たな独 占の進行 を,い か に制御 し,統 制 してい くか とい う
問題であ る(図2)。 この点か らも,世 界 的な公 的監視機構 の設 立が望 まれ る。
連結の経済性の場合には,独 占度 の基準 として,従 来の ような,は っき りと]
に見 える形での指標 が存在 しない ため,判 断が難 しい とい う事情が あ る。そこ.
で,と りあえずは,提 携資本 同士 の資産の合算額な ど,次 善の代替 の評価基準
を用 いて統制 してい くのが賢明だ と思われ る。
そ こで,デ ー タ ・ベー スの共有 を基礎 と した,望 ま しい企業 の共存のあ り方
とは どのよ うな ものであ るのか につ いて考 えてみ よ う。
ここで,ユ つ の参考 とな るのは,パ ン ・アメ リカ ン航 空の事例 であ る。パ
ン ・アメ リカ ン航空 は,戦 前戦後 を通 じて,国 家 の後 ろ楯 によって国際線の運
航 を半独 占的 に支配 し,長 い間国際航 空市場 を席捲 して きた。 しか し,次 第に
放漫的 な経営体 質に陥 り,デ レギ ュレーシ ョンによる市場の変化に対応で きず
に倒 産,分 割 身売 りによ って,規 模 が大幅 に縮小 され て しま った。 ここで パ
ン ・アメ リカ ン航空が とった再建策が,"NICHECARRIER"への回帰である。
パ ン ・アメ リカン航空 は,創 業 当時 に運営 していた中南米路線に特 化す るこ と
に よって,小 さいが安定 した市場で生 き残 りを 目指 したのである。
結 果的にパ ン ・ア.メリカ ン航空は,不 幸に もその歴.史の幕を下ろ して しまっ
たため,そ の後 の評価 を行 うことはで きな くな ったが,デ ー タ ・ベースの共有







図2主 要 各 社 の 提携 関係
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り,競 争を行 いなが らも,地 域的な住 み分 けが なされ,地 域 の特性 を活かす よ
うな路線 ネ ッ トワー クの構 築 と地域 の活性 化が見込 まれ るのではな いだろ う
か1η。
IVま と め
以上,情 報 との関連性 において,航 空産業の分析を行 って きた。
まず,現 代 の航空 産業 において は,情 報技術の進歩によ り,ネ ットワークの
構築力 の格差 とい った,新 しい参 入障壁 を市場 に もた ら し,あ らたな寡占化へ
の道 を開いた ことを述べた。そ して,そ の状況が実際 に現れてい るもの として,
CRSと 多角化の問題 を,具 体 的検証 の対象 として取 り上げた。その結果,C
RSの 展 開競争 を公正 なもの とす るためには,従 来 のよ うに単一の企業を対象
とした独 占度 の審査 を行 うのではな く,新 しい基準 に基づいた審査が必要であ
ること,ま た,多 角化 の問題 につ いては,公 的情報が適正 に使用 され るよう,
多角化の優先順位 をあ る程度公的に定 めてい く必要があ る との結論に達 した。
次 に,ネ ッ トワー クの構築 力の差が 「情報の偏在ごか ら生 じている ことを明
かに し,こ れ をシ.ステムハ ウスの構築な ど,公 的介入 によ って解消 し,「連結
の経済性」 をペー スとした公正競争 のルールをつ くりあげてい く必要性 を証明
した。 その上 で,将 来の航 空企 業のあ り方 と して,"NICHECARRIER"を取
り上 げた。
わが国の規制緩和 は,昭 和60年に,45・47体制の廃止が閣議で 決定 され たこ
とに始 まる。 これは,米 国の規制緩和 に大 き く影響を受けた ものではあったが,
実際の政策遂行 にあたっては,米 国の場合 に比べて非常 に漸 進的で あ り,現 実
即 応的な もので あった。つ ま り,全 体的に行政裁量の余 地を大幅 に残 したので
あ るが,こ うした結果 は,逆 に公的.介入が有効 に働 きうる状況 を維持 した とと
らえ ることもで きよ う。 したが って,政 府 には,今 後,単 純 な競争促 進政策を
17)英国航空会長の コリン ・マ ・ーシ ャル も,文脈 は違 う ものの,将 来の航空業界の ア想図 として,
大手企 業 〔MEGA-CARRIER}とNICHE-CARRIERの並存体制 を唱えてい る。
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追求す るのではな く(こ れ は,市 場基盤の不整備に より,有 効 に機能す る可能
性 は小 さい〉,上記 のようなデー タ ・ベー スの構築 に向か って,効 果 的に市 場
を誘導 してい くことが望 まれ る。
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